
令和8年度 各制度所得制限基準額表 (収入と所得の違いなどあるため、この表は目安としてお使いください。) 障害者福祉課

 ⑨児童育成
手当

①心身障害者
福祉手当

20歳以上 20歳未満 20歳以上 20歳未満
本人

3,758,000 6,287,000 4,596,000 6,287,000 3,741,000

4,138,000 6,536,000 4,976,000 6,536,000 4,121,000

4,518,000 6,749,000 5,356,000 6,749,000 4,501,000

4,898,000 6,962,000 5,736,000 6,962,000 4,881,000

5,278,000 7,175,000 6,116,000 7,175,000 5,261,000

5,658,000 7,388,000 6,496,000 7,388,000 5,641,000

380,000 249,000 380,000 249,000

380,000 213,000 380,000 213,000

同配・老扶 ※2 100,000 2人60,000 100,000 2人60,000 100,000 100,000

特定扶養等 250,000 0 250,000 0 250,000 250,000

雑損 相当額 相当額

医療費 相当額 相当額

小規模 相当額 相当額

社会保険料※4 相当額 一律80,000 一律80,000 相当額 相当額 一律80,000 相当額 一律80,000

障害者 本人 0 270,000 270,000 0 0 270,000 0 270,000

障害者 家族 270,000 270,000

特障  本人 0 400,000 400,000 0 0 400,000 0 400,000

特障  家族 400,000 400,000

寡婦 270,000 270,000

ひとり親 350,000 350,000

勤労学生 270,000 270,000

老年者

配特（限度） 330,000 330,000

特定親族(限度) 450,000 450,000

特別控除※5 後 後

6月
(5月申請)

8月

表の見方　 所得金額※6から各種控除欄の金額を除き、扶養親族数の欄の金額と比較します。 ※令和８年７月１日現在
※1 特定疾病手当は扶養義務者のみ
※2 ２人＝２人目より60,000加算、１人目は加算なし
※3 各種控除額は、税法上の額とは一致しない項目があります。
※4 一律＝社会保険料控除の有無にかかわらず、一律80,000円を控除
※5 特別控除後譲渡所得で判定
※6 給与所得又は公的年金に係る所得がある場合には、その合計額から100,000円を控除した額

5,658,000

所得切替月 8月（7月申請） 8月（7月申請） ③11月･⑥8月

一律80,000

400,000

270,000

270,000 270,000 270,000

400,000

270,000

9月

330,000 330,000 330,000 380,000

後 後 後後

450,000 450,000 450,000 630,000

400,000 400,000

270,000

270,000

350,000 350,000 350,000 350,000

270,000

400,000

270,000 270,000 270,000

270,000

250,000 250,000

相当額 相当額

相当額 相当額 相当額

相当額 相当額

５人

相当額 相当額

（１人目加算額） 380,000

（２人目加算額） 380,000

加
算

100,000 100,000

各
種
控
除
※3

270,000

相当額

相当額  相当額

２人

３人

４人

4,518,000

4,898,000

5,278,000

０人

配偶者及び
扶養義務者

本人
(保護者）

１人

3,758,000

4,138,000

②特別障害者手当
④障害児福祉手当

⑤特別児童扶養手当
 ③重度心身障害者手当

 ⑥特定疾病患者福祉手当
心身障害者医療費助成

タクシー・ガソリン費助成券

扶養親族数
本人

配偶者及び
扶養義務者

本人
(保護者） 本人

配偶者及び
扶養義務者※1

本人 世帯主


